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　ドイツに本社を置くドレーゲル社は、
医療器具と安全器具の分野における
リーディングカンパニーの一つ。1889
年に創業し、現在は190ヶ国以上で社
員約1万3500人を抱える巨大グロー
バル企業である。日本では1984年にド
レーゲルジャパンを設立。医療機器を取
り扱う「ドレーゲル・メディカルジャパン」
と、安全機器を取り扱う「ドレーゲル・セ
イフティージャパン」の2部門で業務を
開始した。ドレーゲルジャパンの社員数

は、現在約200人。日本支社は、アジア
で最も古い現地法人となっており、国内
のみならず国際ビジネスにおいても同
社の重要な中枢に成長している。
　これまでは、ドレーゲル・メディカル
ジャパンは東京都江東区富岡に、ドレー
ゲル・セイフティージャパンは同区木場
に、それぞれサービスセンター併設型の
本社オフィスを構えていたが、2014年
9月、両社のより一層の連携を図り社業
発展を遂げるべく、品川区上大崎へ本社
機能を統合移転した。これは、ドイツ本社
の設立125周年を機に、グローバル規
模で組織統合を推進するプロジェクトの
一環である。
　ドレーゲルジャパンのホルガー・クライ
ン社長は、統合移転の狙いについてこう
話す。「両社は“Technology for Life”と
いう共通の企業理念のもとで事業を展
開しています。この両社を一つにまとめ
ることで、社内の技術力や才能を最大
限に活用することが目的です。また、ド
レーゲル・メディカルジャパンの顧客で
ある医療関係者と、ドレーゲル・セイフ
ティージャパンの顧客である消防や警
察、災害管理に携わる人たちは、互いに
密接に関連していることが多い。両社の
本社機能統合がお客様にとっても強い
ブランドメッセージの発信につながると
考えています」。
　本社機能の統合移転を検討し始めた
のは、2012年10月のこと。移転まで
の時間は、決して短くはないが、ドレーゲ
ルブランドに相応しい場所と環境を検討
する上で、必要な時間だった。
「日本の社員がブランド指針を反映した
職場環境で働くことは非常に重要です。
彼らが生き生きと働ける職場環境を整
えることも、移転を決めた大きな理由で
した」とクライン社長は話す。ちょうど2
年後の2014年9月には、創立125周
年関連行事に出席するためドイツ本社
のシュテファン・ドレーゲル会長の来日
が決まっており、その日を移転完了の
ゴールに設定し、新本社設立プロジェク
トが始まったのである。

　まず新本社の器となる物件探しから
スタートしたのだが、これは一筋縄でい
くものではなかった。なぜなら、同社の
オフィス探しには特殊な要件が課せら
れていたからである。それは、新本社に
「デザインセンター」と呼ばれるショー
ルームを設置することである。ショー
ルームといっても、一般的にイメージさ
れるような製品を並べただけのショー
ルームとは異なる。ドレーゲル・メディカ
ルが販売する医療器具には大型の機材
も多く、中には天井からアームを使って
ぶら下げるタイプのものもあり、それら
の器具の使い勝手を医療関係者に試し
てもらうには、機材を天井に設置し、実
際の医療環境に近い状態を再現する必
要があった。そのためには、大型機材を
天井に設置できるだけの天井高と、荷
重に耐えられるだけの頑丈な作りでな
ければならなかったのである。
　従来のドレーゲル・メディカルジャパン
の本社ビルにはショールームがなく、建
物内に組み上げた鉄骨に医療器具を取
り付け、顧客へ案内していたという。商
品をどのように見せるかは、ブランドイ
メージの構築にも大きく関わる問題で
ある。医療の最先端を担う高性能器具
を紹介するのに相応しい場が必要だと
考え、新本社へのショールーム併設を必
須条件とした経緯がある。従って、室内
に設置可能な設備の大きさや重量をビ
ル側と交渉しながら進める必要があり、
これが物件選定を困難にしたというわ
けだ。
　もう一つ、BCPの観点からの物件や
立地選びも優先課題だった。BCP対策
についてはクライン社長の並々ならぬ
思いがあった。元 ド々イツ本社のアジア
太平洋地域担当だったクライン氏は、
2011年3月28日に日本に着任。ちょ
うど2週間程前に東日本大震災が発生
したばかりだった。「当時、地震で多くの
外国人が日本を去りましたが、私はあの
時こそ、ドレーゲル社を代表して誰かが
日本にいるべきだと思いました。我々は
グローバル企業であり、　日本の社員は

社内連携の強化と事業継続性の確保、
ショールーム併設でブランディング強化。
創立125周年を機に本社機能を統合移転。

ドレーゲルジャパン

医療機器や安全機器を取り扱うドレーゲルジャパン
は、国内での業績好調を背景にさらなる社業発展を遂
げるべく、2014年9月、国内の2部門の本社機能を東
京・品川区上大崎へ統合移転した。実際に製品が使用さ
れる環境を再現するショールームを併設しブランディ
ング強化を図るとともに、事業継続性の確保と、組織統
合によるシナジー効果を狙った本社移転プロジェクト
を取材した。

創立125周年を機に
国内2部門の本社機能を統合

大型機器を天井に設置した
ショールーム併設が必須要件
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Dräger我々の大切な一員です。当時木場に
あったドレーゲル・セイフティージャパン
の本社ビルは、地震により不安な要素を
残しました。社員にはもっと安全な環境
を提供するべきであり、またそのような
環境のビルに企業の中枢機能を置くべ
きではないと痛感したのです」（クライ
ン社長）。
　新本社の立地は、液状化リスクの高
い湾岸エリアを避け、山の手エリアを中
心に検討。加えて建物の耐震性や、社員
の通勤アクセス、ショールーム併設の要
件を考慮した結果、品川区上大崎の目
黒東急ビルに決定。そして、これまで両
本社に併設していた物流倉庫について
も、災害時や非常時に救命用具などの
商品を迅速に全国に届けられるよう統
合が図られ、従来のドレーゲル・メディカ
ルジャパンの本社を、同社およびドレー
ゲル・セイフティージャパン両社の東京
サービスセンターとして活用し、拡大す
る事業に対応すべくサービスと物流機
能を強化することとした。「本社オフィス
機能と物流機能を別々の建物に構え、

さらにデータのバックアップ体制を整え
たことで、非常時にどちらか一方が停電
や断水に見舞われたとしても、事業継続
性を確保できる環境を整えることがで
きました」（クライン社長）。

　オフィスづくりで意識したのは、２つ
の組織が自然と融合するようなレイア
ウトである。グローバルで見れば、ドレー
ゲル・メディカルとドレーゲル・セイフ
ティーを同じ建物に統合しながらも、会
社ごとに配置している国もある。しかし
日本では、両社の垣根を取り払い、販
売、マーケティング、顧客サービスなど
の機能目的別レイアウトを採用すること
で、チームの一体感を生み、両社のシナ
ジー効果を高めることを狙った。執務空
間の中央に設けたオープンスペースで
は、社員が単に休憩するだけでなく、イ
ベントなども実施できるだけの広さを
確保し、両社社員が交流を深められる場
とした。また、眼下に東京都庭園美術館

の緑地を眺められる窓面スペースは、来
客用とせず、あえて執務スペースとする
ことで、社員にとって心地よい空間にな
るよう配慮した。
　新本社の目玉となるデザインセン
ター（ショールーム）には、ドレーゲルが
125年の歴史の中で培った医療および
安全機器における最新技術を統合した
ソリューション展示を常設。最高品質基
準に従って製造されたドレーゲル製品
で実環境を構築するほか、医療施設の
フロアプランや設備導入の流れに関す
る情報も提供している。「単に製品を陳
列して見せるだけでなく、お客様の設備
環境の将来設計をサポートする場と位
置付けています」とクライン社長は話
す。展示スペースに隣接した打ち合わ
せスペースをガラスで区切ることで、声
が外に漏れないよう配慮しつつ、製品展
示を見ながら顧客と商談できるように
した。

　2014年9月5日、ドイツ本社のド
レーゲル会長が日本支社を訪問。会長
および駐日ドイツ大使、社員出席のも
と、ドレーゲルジャパン新本社のオープ
ニングイベントが開催された。「ドレーゲ
ル会長は、我々が限られた時間で、ド
レーゲル社らしい、プロ意識とお客様へ
の配慮に溢れた新本社を構築したこと
を非常に喜んでいました。私は日本の社
員が、日々の業務を抱えながら移転統
合プロジェクトを見事に遂行してくれた
ことを、大変誇りに思っています。成功
の裏には、米国のパートナー、プロジェ
クトマネジメントを担当したCBRE、設
計を担当したメックデザインインターナ
ショナルや岡村製作所など外部パート
ナーとの素晴らしい連携があったことも
忘れてはなりません。彼らは我が社の企
業理念とブランドイメージを可視化さ
せるために必要な事柄を十分に理解し
てくれました。また、オフィスづくりの指
針を示すドイツ本社との関係も良好で、
現地法人への信頼から我々主導である
程度協議を進めることができたことも、
迅速な決定や移転遂行につながったの

ではと思います」（クライン社長）。
　統合移転から2ヶ月が過ぎた現在、統
合された2部門の社員たちがオフィス
中央のオープンスペースで共にランチ
をしたり、談話したりする姿が見られる
ようになり、「皆が自由に新しい職場環
境を楽しんでいるようだ」とクライン社
長は話す。以前は、各自のデスクでラン
チをとる社員が多かったことを考える
と、大きな変化である。また、これまで年
に2回程度だった社内イベントも、移転
後はキックオフミーティングを皮切りに
盛んに行われている。クライン社長も
オープンスペースに頻繁に姿を見せ、社
員との交流を図っているという。
　本社機能を統合した新たなオフィス
を足掛かりに、一層の飛躍と発展が期待
される。
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： ドレーゲル・メディカルジャパン株式会社
  ドレーゲル・セイフティージャパン株式会社
： 本社
： 東京都品川区上大崎2-13-17
： 目黒東急ビル
： 2014年9月
： 本社移転プロジェクトマネジメント

プロジェクト詳細

機能目的別レイアウトを採用し
両社の融合を図る

創立125周年記念行事の一環として
新本社を華々しくお披露目
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